３．「川崎共同病院事件」の事案と判断

　
〈事案〉
　
被害者（５８）は、仕事帰りの自動車内で気管支喘息の重積発作を起こし病院に搬送された。救命措置により心肺は蘇生したが、心肺停止時の低酸素血症により、大脳機能・脳幹機能に重い後遺症が残り、死亡するまで昏睡状態が続いた。そして被害者家族は被害者の尊厳死を望み、被告人が呼吸に必要な気管支チューブの抜管を実行した。ところが予期に反し、被害者が苦しみ始めたので、鎮静剤を投与したが効果は得られなかった。そこで筋し緩剤であるミオナブロックを准看護婦に指示をして投与させて安楽死させたというものである。


〈判断〉

最高裁は、被告人に対し法律上許容される治療中止行為に当たらないという判決を下した。問題となった点は２つある。
（問題点）　
①発作から死亡するまでの期間について
　・まだ発症から２週間しか経ていない。
　・余命等の判断に必要な脳波等の検査は実施されていない。
以上から、回復可能性や余命について的確な判断を下せる状況にはいなかったとされる。
また、治療中止日以降の治療が医学的に無意味とは言えず、治療義務が限界に達していたことも認められない。

＊治療行為自体の正当化が争われなかった事案
　　　東海大安楽死事件（横浜地判平成７．３．２８）
　　　　前参照

医師による安楽死の四要件
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	ⅰ　耐えがたい肉体的苦痛があること

	ⅱ　死が避けられずその死期が迫っていること

	ⅲ　肉体的苦痛を除去・緩和するために方法を尽くし他に代替手段がないこと

	ⅳ　生命の短縮を承諾する患者の明示の意思表示があることである




②被害者の意志に基づくとはいえない点について
・被害者は当時昏睡状態であり、気管支チューブの抜管は被害者家族からの要請である。
・家族は被害者の病状について適切な情報が伝えられたかは確かでない。
・被害者自身の終末期における治療の受け方についての考え方は明らかでない。
患者の自己決定権の尊重については、自分の生き方・生き様を自分で決めることができるものである。そして、患者自身の意思表明が確認できない場合、医師は患者の生命保護を優先させるべきである。
その点、自己決定権が反映されていない。
　　
　　＊東海大判決は、治療義務が限界に達したことを前提に認められる末期性の要件と、患者の意思表示の２つが揃って初めて正当化が認められる。


〈まとめ〉　

今まで法律の観点からみてきたが、「法律上許容される治療中止」を末期性や患者の自己決定といった実体要件を基礎とした違法性阻却事由と捉えるべきではない。
より広く、終末期における医師の行為として何が許される、また何がなされるべきか、という観点から正当化を構想しており、その判断には、末期性を確認する手続きの適否を考慮することが欠かせられない。手続きの整備も含めて、医療者の責務という観点からあるべき姿が構想されなければならない。


【引用】
違法性阻却事由とは？わかりやすく解説　http://info.yoneyamatalk.biz
裁判所　http://www.courts.go.jp/
安楽死　www.geocities.co.jp/CollegeLife/8692/anrakushi.html
東海大学のいわゆる安楽死事件の判決をめぐって　
http://cellbank.nibiohn.go.jp/legacy/information/ethics/refhoshino/hoshino0020.htm
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